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(57)【要約】
【課題】１つの空間に複数の空調機が設置される場合で
あっても、算出した起動時刻から設定時刻までの時間と
、実際に空調機を起動して設定温度に達するまでの時間
との誤差を低減することができる空調管理装置を得る。
【解決手段】室内機３０毎に検出された室内温度の情報
を取得する空調機管理部３と、少なくとも、基準室内温
度変化率αbase、並びに設定温度及び使用開始時刻の情
報が記憶されるデータ管理部２と、少なくとも基準室内
温度変化率αbase及び室内温度に基づき、使用開始時刻
に設定温度となるように対象室内機３０ａの起動時刻を
求める起動時刻算出部１とを備え、起動時刻算出部１は
、対象室内機３０ａ以外の室内機３０が、対象室内機３
０ａの基準室内温度変化率αbaseに与える影響の度合い
を求め、対象室内機３０ａの基準室内温度変化率αbase

を補正するものである。
【選択図】図１



(2) JP 2010-145070 A 2010.7.1

10

20

30

40

50

【特許請求の範囲】
【請求項１】
　複数の空調機の動作を制御する空調管理装置であって、
　前記空調機毎に検出された室内温度の情報を取得する空調機管理部と、
　少なくとも、前記空調機の運転による単位時間当たりの室内温度の変化率である室内温
度変化率、並びに設定温度及び使用開始時刻の情報が記憶されるデータ管理部と、
　少なくとも前記室内温度変化率及び前記室内温度に基づき、前記使用開始時刻に前記設
定温度となるように前記空調機の起動時刻を求める起動時刻算出部と
を備え、
　前記起動時刻算出部は、
　前記複数の空調機のうち起動時刻を求める対象となる対象空調機以外の空調機が、当該
対象空調機の室内温度変化率に与える影響の度合いを求め、当該対象空調機の前記室内温
度変化率を補正する
ことを特徴とする空調管理装置。
【請求項２】
　前記起動時刻算出部は、
　前記対象空調機の運転実績に基づき、当該対象空調機の室内温度変化率の実績値を求め
る室内温度変化率算出部と、
　前記対象空調機以外の空調機のうち、前記対象空調機の室内温度変化率に与える影響が
最も大きい空調機を、代表近接空調機として選択する近接機器検出部と、
　前記対象空調機と前記代表近接空調機との室内温度の温度差、及び前記対象空調機の室
内温度変化率の実績値に基づき、前記対象空調機の室内温度変化率を補正する室内温度変
化率補正部と、
　補正された前記室内温度変化率を用いて、前記対象空調機の次回の起動時刻を求める計
算処理部と
を備えたことを特徴とする請求項１記載の空調管理装置。
【請求項３】
　前記近接機器検出部は、
　前記対象空調機が起動される度に、前記対象空調機の室内温度と前記対象空調機以外の
空調機の室内温度との温度差を求め、
　前記対象空調機以外の空調機のうち、前回運転時における前記温度差が所定の範囲内で
あって、且つ、今回運転時における前記温度差が最も大きい空調機を前記代表近接空調機
として選択する
ことを特徴とする請求項２記載の空調管理装置。
【請求項４】
　前記室内温度変化率算出部は、
　前記対象空調機が起動される度に、当該対象空調機の室内温度変化率の実績値を求め、
　前記室内温度変化率補正部は、
　前記対象空調機が起動される度に、前記対象空調機の室内温度と前記代表近接空調機の
室内温度との温度差を求め、
　過去の運転時と今回運転時とにおける前記温度差の変化量に対する、過去の運転時と今
回運転時とにおける前記室内温度変化率の実績値の変化量の割合を、補正係数として求め
、
　次回の起動時刻を求める際における前記対象空調機と前記代表近接空調機との温度差と
、前記補正係数とに基づき、前記対象空調機の室内温度変化率を補正する
ことを特徴とする請求項２又は３記載の空調管理装置。
【請求項５】
　前記室内温度変化率補正部は、
　前記対象空調機の室内温度が前記設定温度に達した時刻と、前記使用開始時刻との差が
所定時間以上であるとき、当該対象空調機の室内温度変化率を補正する
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ことを特徴とする請求項２～４の何れかに記載の空調管理装置。
【請求項６】
　前記計算処理部は、
　前記起動時刻を求める時刻から当該起動時刻までの間における、単位時間当たりの室内
温度の変化率である温度上昇率の実績値を求め、
　前記対象空調機の次回の起動時刻を求める際、前記温度上昇率の実績値、当該対象空調
機の室内温度、及び補正された前記室内温度変化率に基づき、前記使用開始時刻に前記設
定温度となる前記対象空調機の起動時刻を求める
ことを特徴とする請求項２～５の何れかに記載の空調管理装置。
【請求項７】
　前記室内温度変化率算出部は、
　前記空調機の運転モードに応じて、前記室内温度変化率を複数求める
ことを特徴とする請求項２～６の何れかに記載の空調管理装置。
【請求項８】
　前記計算処理部は、
　前記使用開始時刻より所定時間前の算出時刻に、前記対象空調機の起動時刻を求め、
　当該起動時刻が前記算出時刻より前の時刻であった場合、次回の起動時刻を求める際、
前記所定時間を増加させる
ことを特徴とする請求項２～７の何れかに記載の空調管理装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　この発明は、複数の空調機の動作を制御する空調管理装置に関する。
【背景技術】
【０００２】
　ビル等の建物では、使用開始時刻（設定時刻）に予め快適な環境（設定温度）になって
いることが望まれている。それを実現する方法として、これまで、目標とする設定時刻に
目標とする設定温度となるように、空調機を起動するものが提案されている。
【０００３】
　例えば、「暖房期においては、空調装置起動直前の室内温度、室内湿度及び前日の日中
の適当な時刻の室内温度を、冷房期においては、空調装置起動直前の室内の不快指数、外
気の不快指数及び前日の日中の適当な時刻の室内の不快指数をそれぞれ説明変数として選
定し、これらをニューラルネットワークの入力変数として用いて予熱時間又は予冷時間を
予測し、目標とする時刻に当該部屋の温度又は不快指数が目標とする値になる様に空調装
置の起動時刻を算定するようにしたことを特徴とする最適起動時刻の算定方法。」が開示
されている（例えば、特許文献１参照）。
【０００４】
　また例えば、「…第１の予冷または予熱時間候補で予測した熱負荷のピークが予め決め
られた閾値を超えていれば、第１の予冷または予熱時間候補よりも大きな第２の予冷また
は予熱時間候補で再度熱負荷予測を行うことを特徴とする熱負荷予測装置。」が開示され
ている（例えば、特許文献２参照）。
【０００５】
【特許文献１】特開平９－２２９４４９号公報（請求項１）
【特許文献２】特開２００６－０２９６０７号公報（請求項１）
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００６】
　ビル等の建物内に空調機が配置される際、１つの空間に複数の空調機（室内機）が設置
されることがある。この場合、周囲に設置されている空調機により周囲温度が変化し、空
調機の起動時刻から設定温度に達するまでの時間に影響を与えることになる。
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【０００７】
　しかしながら、従来の空調管理装置では、空調機ごとに最適起動時刻を算出し、周辺の
空調機の状況を考慮していない。このため、算出した起動時刻から設定時刻までの時間と
、実際に空調機が起動して設定温度に達するまでの時間とに誤差が生じる、という問題点
があった。
【０００８】
　このような誤差は、空調機の運転効率を低下させ、室内環境の快適性を低下させる。例
えば、最適な起動時刻よりも遅い起動時刻を算出した場合、設定時刻に設定温度とならず
、室内環境の快適性が低下する。また例えば、最適な起動時刻よりも早い起動時刻を算出
した場合、設定時刻より前に設定温度となり、運転の無駄が発生し、運転効率が低下する
。
【０００９】
　また、従来の空調管理装置は、起動時刻を算出する演算の際に、多くのデータを用いて
複雑な演算を行うため、処理能力の低い演算手段（ＣＰＵ等）を用いることができない、
という問題点があった。
　例えば、一般的な空調機器に用いられる組み込み機器用のＣＰＵでは処理性能が低いた
め、従来の算出方法の導入は困難である。
【００１０】
　この発明は、上記のような課題を解決するためになされたもので、第１の目的は、１つ
の空間に複数の空調機が設置される場合であっても、算出した起動時刻から設定時刻まで
の時間と、実際に空調機を起動して設定温度に達するまでの時間との誤差を低減すること
ができる空調管理装置を得るものである。
【００１１】
　また、第２の目的は、容易な計算により、起動時刻を算出することができる空調管理装
置を得るものである。
【課題を解決するための手段】
【００１２】
　この発明に係る空調管理装置は、複数の空調機の動作を制御する空調管理装置であって
、前記空調機ごとに検出された室内温度の情報を取得する空調機管理部と、少なくとも、
前記空調機の運転による単位時間当たりの室内温度の変化率である室内温度変化率、並び
に設定温度及び使用開始時刻の情報が記憶されるデータ管理部と、少なくとも前記室内温
度変化率及び前記室内温度に基づき、前記使用開始時刻に前記設定温度となるように前記
空調機の起動時刻を求める起動時刻算出部とを備え、前記起動時刻算出部は、前記複数の
空調機のうち起動時刻を求める対象となる対象空調機以外の空調機が、当該対象空調機の
室内温度変化率に与える影響の度合いを求め、当該対象空調機の前記室内温度変化率を補
正するものである。
【発明の効果】
【００１３】
　この発明は、対象空調機以外の空調機が、対象空調機の室内温度変化率に与える影響の
度合いを求めて室内温度変化率を補正し、室内温度変化率及び室内温度に基づき空調機の
起動時刻を求めるので、１つの空間に複数の空調機が設置される場合であっても、算出し
た起動時刻から設定時刻までの時間と、実際に空調機を起動して設定温度に達するまでの
時間との誤差を低減することができる。
【発明を実施するための最良の形態】
【００１４】
実施の形態１．
　図１はこの発明の実施の形態１に係る空調管理装置の構成を示すブロック図である。
　図１において、空調管理装置１００は、複数の空調機の動作を統合的に制御するもので
ある。また、空調管理装置１００は、空調機の動作を使用者が操作するためのユーザーイ
ンターフェースを兼ねるものである。
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【００１５】
　この空調管理装置１００は、複数の室外機２０に専用通信線又はＬＡＮで接続されてい
る。空調管理装置１００と各室外機２０との間は、信号交換が可能となっている。
　また、各室外機２０は、空調機としての複数の室内機３０と、専用通信線又はＬＡＮで
接続されている。空調管理装置１００と各室内機３０との間は、室外機２０を介して、信
号交換が可能となっている。
　空調管理装置１００は、少なくとも、各室内機３０及び各室外機２０の運転開始及び停
止を制御する信号を、各室内機３０及び各室外機２０に送信することが可能である。
　また、各室内機３０及び各室外機２０は、それぞれ自身の運転状態を空調管理装置１０
０に送信することが可能である。
【００１６】
　空調機である各室内機３０には、当該室内機３０が配置される室内からの吸入空気の温
度（以下「室内温度」という。）を検出する室温センサー３１を備えている。
　各室内機３０は、少なくとも室内温度の情報を空調管理装置１００に送信することが可
能である。
【００１７】
　空調管理装置１００は、起動時刻算出部１、データ管理部２、空調機管理部３、通信管
理部４、及びＬＡＮ通信管理部５を備えている。
　起動時刻算出部１、空調機管理部３、ＬＡＮ通信管理部５は、これらの機能を実現する
回路デバイスなどのハードウェアで実現することもできるし、マイコンやＣＰＵなどの演
算装置上で実行されるソフトウェアとして実現することもできる。
　データ管理部２は、ＨＤＤ（Ｈａｒｄ　Ｄｉｓｋ　Ｄｒｉｖｅ）やフラッシュメモリな
どの記憶装置で構成することができる。
　通信管理部４は、ＬＡＮインターフェースなどのネットワークインターフェースにより
構成することができる。
【００１８】
　なお、使用者からの操作により、各種設定情報を入力及び出力するためインターフェー
ス（ディスプレイ、入力キー等）を適宜備えるようにしても良い。
　また、遠隔監視装置（図示せず）などを有線又は無線により接続し、使用者からの操作
情報や各空調機器の運転情報等を入出力するようにしても良い。
【００１９】
　起動時刻算出部１は、予め設定されてたスケジュール情報に基づいて、各室内機３０及
びこれに対応する室外機２０の起動時刻を算出するものである。算出動作については後述
する。
　この起動時刻算出部１は、室内温度変化率算出部６、室内温度変化率補正部７、計算処
理部８、及び近接機器検出部９を備えている。
【００２０】
　室内温度変化率算出部６は、室内機３０の運転による単位時間当たりの室内温度の変化
率（℃／分）（以下「室内温度変化率」という。）を、室内機３０ごとに算出するもので
ある。
【００２１】
　室内温度変化率補正部７は、制御対象となる室内機３０に近接する室内機３０の影響の
度合いにより、室内温度変化率を補正するものである。
【００２２】
　計算処理部８は、制御対象となる室内機３０の運転を開始させる時刻（以下「起動時刻
」という。）を算出するものである。
　この起動時刻の算出は、室内温度変化率、室内温度、設定温度、設定時刻、近接する室
内機３０の吸入温度等から算出する。詳細については後述する。
【００２３】
　近接機器検出部９は、制御対象となる室内機３０に近接している他の室内機３０を検知
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する。また、検知した室内機３０の中から制御対象となる室内機３０に与える影響が大き
い室内機３０を検出するものである。
【００２４】
　データ管理部２は、スケジュール情報や各空調機器の過去の運転データ等が記憶される
。スケジュール情報は、使用者により予め設定されるものであり、少なくとも使用開始時
刻（設定時刻）及び設定温度を含む。
　このデータ管理部２は、運転データ記憶部１０、及び近接機器データ記憶部１１を備え
ている。
【００２５】
　運転データ記憶部１０は、制御対象となる室内機３０の過去の運転データ、制御対象と
なる室内機３０の当日の運転データなどの動作履歴や、過去の室内温度変化率などの室内
温度履歴、スケジュール情報（設定データ）、各空調機器の位置情報等を保存するもので
ある。
【００２６】
　近接機器データ記憶部１１は、近接機器検出部９により検知された近接する室内機３０
の検出結果や、近接する室内機３０の過去の運転データ、近接する室内機３０の当日の運
転データなどの動作履歴を保存するものである。
【００２７】
　空調機管理部３は、空調管理装置１００に接続された室外機２０及び室内機３０の運転
データ（例えば運転開始、運転停止、冷暖房の区分、風速、風量、設定温度等）を管理す
るものである。この空調機管理部３は、通信管理部４、ＬＡＮ通信管理部５、データ管理
部２、起動時刻算出部１と接続され、運転データの情報を伝達する。
【００２８】
　通信管理部４は、空調管理装置１００に接続されている空調機器（室外機２０、室内機
３０等）との情報伝達を行うものである。
　この通信管理部４は、空調機管理部３からの情報を空調管理装置１００に接続された空
調機器に伝達する。また空調機器等からの情報を受け取り空調機管理部３へ伝達する。
【００２９】
　ＬＡＮ通信管理部５は、空調管理装置１００にＬＡＮ（Ｌｏｃａｌ　Ａｒｅａ　Ｎｅｔ
ｗｏｒｋ）で接続されている遠隔監視装置等（図示せず）の機器との情報伝達を行うため
のものである。
【００３０】
　次に、本実施の形態１における空調管理装置１００の動作について説明する。
【００３１】
　空調管理装置１００は、予め設定された設定時刻（使用開始時刻）に、室内機３０が設
定される室内が、使用者により設定された設定温度となるように、各室内機３０及び室外
機２０等をそれぞれ制御する。
【００３２】
　この設定時刻としては、例えば「毎日午前８時３０分に使用開始」などを設定する。な
お、設定時刻はこれに限らず、一日に複数回設定するようにしても良い。
　また、設定温度としては、使用者からの操作により任意の温度が設定される。
　以下の説明においては、このような設定情報（スケジュール情報）が、予め運転データ
記憶部１０に保存された状態として説明する。
【００３３】
　なお、以下の説明においては、起動時刻を算出する運転を「今回運転」という。また、
今回運転より前の運転を「前回運転」という。また、今回運転より後の運転を「次回運転
」という。
　つまり、毎日所定の時刻に運転するスケジュールの場合には、今回運転は当日の運転で
あり、前回運転は前日の運転であり、次回運転は翌日の運転である。
【００３４】
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　まず、動作の概要について説明する。
　空調管理装置１００は、今回運転より前に、制御対象となる空調機器、即ち、起動時刻
を求めて運転を開始させる室内機３０（以下「対象室内機３０ａ」という。）の、運転に
よる単位時間当たりの室内温度の変化率（以下「基準室内温度変化率αbase」という。）
を求める。
　次に、今回運転における対象室内機３０ａの起動時刻を、基準室内温度変化率αbaseを
用いて算出する。また、今回運転の実際の運転データに基づき、基準室内温度変化率αba

seを補正する。
　そして、次回運転時に起動時刻を算出する際、補正された基準室内温度変化率αbaseを
用いて起動時刻を算出する。
【００３５】
　次に、このような空調管理装置１００の動作の詳細を、図２～図７を用いて説明する。
　なお、以下の説明においては、１台の室内機３０を制御する場合の動作について説明す
るが、複数の室内機３０を運転させる場合には、それぞれの室内機３０について同様の動
作を行う。
【００３６】
　図２はこの発明の実施の形態１に係る空調管理装置の動作を示すフローチャートである
。以下、図２の各ステップについて説明する。
【００３７】
（Ｓ１）基準室内温度変化率αbaseの算出動作
　まず、起動時刻算出部１の室内温度変化率算出部６は、対象室内機３０ａの初回起動時
、当該対象室内機３０ａの基準室内温度変化率αbaseを算出する。
　そして、室内温度変化率算出部６は、算出した基準室内温度変化率αbaseをデータ管理
部２の運転データ記憶部１０へ記憶させる。
【００３８】
　この基準室内温度変化率αbaseは、空調機器（室内機３０及び室外機２０等）の能力と
対象室内機３０ａの設置環境とを考慮するための値であり、対象室内機３０ａの運転開始
後の単位時間当たりの温度変化を表し、次の式（１）で定義する。
【００３９】
　基準室内温度変化率αbase＝温度差ΔＴ0（℃）／安定時間（ｍｉｎ）　…（１）
【００４０】
　ここで、安定時間は、室内温度が設定温度に達するまでの時間、又は室内温度が所定時
間（例えば５分）温度変化がない場合における当該温度に達するまでの時間である。また
、温度差ΔＴ0は、安定時間における室内温度の温度変化量である。
【００４１】
　図３はこの発明の実施の形態１に係る基準室内温度変化率を説明する図である。
　例えば、図３（ａ）に示すように、対象室内機３０ａの運転により、室内温度が設定温
度に達した場合、安定時間は、運転開始から設定温度に達するまでの時間となり、温度差
ΔＴ0は、運転開始時の室内温度と設定温度との差となる。
　また、図３（ｂ）に示すように、対象室内機３０ａの運転により、室内温度が設定温度
に達しない場合、安定時間は、運転開始から室内温度が安定した温度に達するまでの時間
とし、温度差ΔＴ0は、運転開始時の室内温度と当該安定した温度との差となる。
【００４２】
　なお、ここでは所定時間を５分とした場合を説明するが、この５分とは実測データに基
づいて、温度変化がなくなるまでのおよその時間を算出した値である。
　なお、この所定時間は固定ではなく可変でも良く、例えば使用者の操作により任意に設
定できるようにしても良い。また、室内機３０ごとに設定できるようにしても良い。
【００４３】
　なお、ここでは初回起動時に基準室内温度変化率αbaseを算出する場合を説明するが、
この発明はこれに限るものではなく、後述する起動時刻の算出動作より前であれば任意の
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タイミングで行うようにしても良い。例えば、使用者からの操作により行うようにしても
良い。例えば室内機３０が設置される部屋のレイアウトを変化させた場合や、熱源を配置
した場合などに、基準室内温度変化率αbaseの算出動作を行うようにしても良い。
【００４４】
　なお、室内温度変化率算出部６は、室内機３０の運転モード（冷房、暖房、送風等）に
応じて、基準室内温度変化率αbaseを複数求めるようにしても良い。
【００４５】
（Ｓ２）起動時刻の算出動作
　図４はこの発明の実施の形態１に係る起動時刻の算出動作を説明する図である。
　起動時刻算出部１の計算処理部８は、図４に示すように、設定時刻より所定時間前（例
えば３０分前）に、対象室内機３０ａの起動時刻（運転開始時刻）の算出動作を開始する
。以下、この算出動作を開始する時刻を「算出時刻ｔon」という。
　まず、計算処理部８は、算出時刻ｔon時における室内温度と設定温度との温度差ΔＴを
算出する。
　そして、計算処理部８は、運転データ記憶部１０に記憶された基準室内温度変化率αba

seを用いて、予測安定時間Δｔｉｍｅを、次の式（２）により算出する。
【００４６】
　Δｔｉｍｅ＝ΔＴ／αbase　…（２）
【００４７】
　つまり、この予測安定時間Δｔｉｍｅとは、算出時刻ｔon時の室内温度から設定温度に
達するまでに要する時間である。
　よって、対象室内機３０ａの運転を開始させる起動時刻は、次の式（３）により求まる
。
【００４８】
　起動時刻＝設定時刻－Δｔｉｍｅ　…（３）
【００４９】
（Ｓ３）空調機器の運転
　空調機管理部３は、上記式（３）により算出された起動時刻に、対象室内機３０ａの運
転を開始させる。
　このとき、室温センサー３１により室内温度を逐次検出して、設定温度に達した時刻を
検出する。
【００５０】
　また、空調機管理部３は、当該運転時における起動時刻から設定温度に達するまでの時
間、即ち安定時間の実績値を、今回運転の運転データとして、運転データ記憶部１０に記
憶させる。
【００５１】
　ここで、同一室内に配置された複数の室内機３０を運転する場合、対象室内機３０ａが
冷暖房する室内温度は、他の室内機３０の影響を受けることになる。このため、実際の運
転における室内温度変化率の実績値（以下「室内温度変化率実績αact」という。）は、
他の室内機３０の影響により変化し、安定時間の実績値と予測安定時間Δｔｉｍｅとに誤
差が生じる。
　例えば、図４の実線で示すように、設定時間より前に室内温度が設定温度に達する場合
や、設定時間の後に室内温度が設定温度に達する場合（図示せず）がある。
　このような他の室内機３０の影響を考慮した基準室内温度変化率αbaseの補正処理につ
いて次に説明する。
【００５２】
（Ｓ４）基準室内温度変化率αbaseの補正処理
　起動時刻算出部１の室内温度変化率補正部７は、近接機器検出部９により検出された近
接室内機（後述）と、運転データ記憶部１０に記憶された運転データとに基づいて、基準
室内温度変化率αbaseを補正する。
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　このような基準室内温度変化率αbaseの補正処理動作の詳細を、図５に基づいて詳述す
る。
【００５３】
　図５はこの発明の実施の形態１に係る基準室内温度変化率の補正処理を示すフローチャ
ートである。以下、図５の各ステップについて説明する。
【００５４】
（Ｓ４１）
　まず、起動時刻算出部１の室内温度変化率算出部６は、運転データ記憶部１０に記憶さ
れた、今回運転の運転データから安定時間の実績値を検出する。
【００５５】
（Ｓ４２）
　室内温度変化率算出部６は、室内温度変化率実績αactを、次の式（４）により算出す
る。そして、室内温度変化率算出部６は、算出した室内温度変化率実績αactを、運転デ
ータ記憶部１０に保存する。
【００５６】
　室内温度変化率実績αact＝算出時刻ｔonにおける温度差ΔＴ（℃）／実際の安定時間
（ｍｉｎ）　…（４）
【００５７】
（Ｓ４３）
　次に、起動時刻算出部１の室内温度変化率補正部７は、今回運転の予測安定時間Δｔｉ
ｍｅと、安定時間の実績値との差が、所定時間ｔgapよりも大きいか否かを判断する。
【００５８】
　この所定時間ｔgapは例えば５分とする。なお、５分とは実測データから、算出した起
動時刻と実際の安定時刻との差の平均値よりも数分長い値であり、周囲環境の変化がない
場合は越えることがほとんどなく、周囲環境が変化したと判断し使用している室内温度変
化率の値の補正が必要と判断できる値である。
　なお、ｔgapは室内機３０ごとに異なった値を設定するようにしても良く、また、可変
可能としても良い。
【００５９】
　室内温度変化率補正部７は、今回運転の予測安定時間Δｔｉｍｅと安定時間の実績値と
の差が、ｔgapよりも大きくないと判断した場合、補正処理動作を終了し、ステップＳ５
（図２）に進む。
【００６０】
　一方、今回運転の予測安定時間Δｔｉｍｅと安定時間の実績値との差が、ｔgapよりも
大きいと判断した場合、対象室内機３０ａの周辺に配置された他の室内機３０（以下「近
接室内機３０ｂ」という。）の影響を考慮した基準室内温度変化率αbaseの補正を行う。
【００６１】
（Ｓ４４）
　近接機器検出部９は、運転データ記憶部１０に保存された室内機３０の座標データから
、当該対象室内機３０ａから他の室内機３０までの距離を計測し、対象室内機３０ａと近
い複数台の室内機３０を近接室内機３０ｂとして検知する。
【００６２】
　図６はこの発明の実施の形態１に係る近接室内機の検知方法を示す図である。
　図６（ａ）の例では、対象室内機３０ａ－１との距離が近い室内機３０ｂ－２～３０ｂ
－５を近接室内機３０ｂとして検知する。
【００６３】
　なお、図６の例では、近接室内機３０ｂとして４台選択しているが、設置環境によって
は４台でなくても良く、可変でも良い。
　また、図６の例では、距離のみで判定しているが、他の場所と隔離された個室に設置さ
れている場合は、距離が近い場合でも選択しないようにしても良い。
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【００６４】
　なお、上記説明では、座標データが予め運転データ記憶部１０に記憶された場合を説明
したが、これに限らず、座標データを記憶させずに各室内機３０の座標データを入力する
ようにしても良いし、影響のある室内機３０の情報を入力するようにしても良い。
　また、空調管理装置１００は、各室内機３０を識別するために何らかの識別番号を付け
て管理している。このため、対象室内機３０ａの識別番号付近の室内機を、近接室内機３
０ｂとして認識するようにしても良い。例えば、番号１～番号１０までの室内機３０が設
置されている場合、番号５の室内機の近接室内機は、番号３、番号４、番号６、番号７で
ある。
【００６５】
（Ｓ４５）
　次に、近接機器検出部９は、検出した近接室内機３０ｂのうち、対象室内機３０ａの室
内温度変化率に与える影響が、最も大きいと考えられる室内機３０（以下、「代表近接室
内機」という。）を選択する。
　以下、代表近接室内機の選択動作について、冷房運転時と暖房運転時とに分けて説明す
る。
【００６６】
＜冷房運転＞
　冷房運転の際、設定時刻よりもｔgap以上先行して安定に達した場合、次の条件に基づ
いて影響の大きな代表近接室内機を選択する。
　なお、条件式のＴneは、例えば２℃とする。なお、条件式のＴneは可変でも良く、手動
で設定可能でも良い。
【００６７】
（ａ）前回運転の起動時刻時に［対象室内機３０ａの室内温度］－Ｔne＜［近接室内機３
０ｂの室内温度］かつ、
（ｂ）今回運転の起動時刻時に［対象室内機３０ａの室内温度］－Ｔne＞［近接室内機３
０ｂの室内温度］の条件下を満たす近接室内機３０ｂのうち、（ｂ）の温度差が最も大き
いものを代表近接室内機とする。
【００６８】
　例えば図６（ｂ）の例では、上記（ａ）の関係式を満たす近接室内機３０ｂ－１～３０
ｂ－４のうち、上記（ｂ）の温度差が最も大きい近接室内機３０ｂ－３（温度差５℃）を
代表近接室内機として選択する。
【００６９】
　冷房運転の際、設定時刻よりもｔgap以上遅延して安定に達した場合、次の条件に基づ
いて影響の大きな近接室内機３０ｂを選択する。
（ｃ）前回運転の起動時刻時に［対象室内機３０ａの室内温度］－Ｔne＞［近接室内機３
０ｂの室内温度］かつ、
（ｄ）今回運転の起動時刻時に［対象室内機３０ａの室内温度］－Ｔne＜［近接室内機３
０ｂの室内温度］の条件下を満たす近接室内機３０ｂのうち、（ｄ）の温度差が最も大き
いものを代表近接室内機とする。
【００７０】
＜暖房運転＞
　暖房運転の際、設定時刻よりもｔgap以上先行して安定に達した場合、次の条件に基づ
いて影響の大きな近接室内機３０ｂを選択する。
　なお、条件式のＴneは、例えば２℃とする。なお、条件式のＴneは可変でも良く、手動
で設定可能でも良い。
【００７１】
（ｅ）前回運転の起動時刻時に［対象室内機３０ａの室内温度］＋Ｔne＞［近接室内機３
０ｂの室内温度］かつ、
（ｆ）今回運転の起動時刻時に［対象室内機３０ａの室内温度］＋Ｔne＜［近接室内機３
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０ｂの室内温度］の条件を満たす近接室内機３０ｂのうち、（ｆ）の温度差が最も大きい
ものを代表近接室内機とする。
【００７２】
　暖房運転の際、設定時刻よりもｔgap以上遅延して安定に達した場合、次の条件に基づ
いて影響の大きな近接室内機３０ｂを選択する。
【００７３】
（ｇ）前回運転の起動時刻時に［対象室内機３０ａの室内温度］＋Ｔne＜［近接室内機３
０ｂの室内温度］かつ、
（ｈ）今回運転の起動時刻時に［対象室内機３０ａの室内温度］＋Ｔne＞［近接室内機３
０ｂの室内温度］の条件を満たす近接室内機３０ｂのうち、（ｈ）の温度差が最も大きい
ものを代表近接室内機とする。
【００７４】
　このように近接機器検出部９は、検知した近接室内機３０ｂのうち、前回運転時におけ
る温度差が所定の範囲内であって、かつ、今回運転時における温度差が最も大きい室内機
３０を代表近接室内機として選択する。
【００７５】
　なお、冷房・暖房にかかわらず、代表近接室内機を選ぶ代わりに、検知した近接室内機
３０ｂの影響の平均を利用しても良い。つまり、検知した近接室内機３０ｂのそれぞれに
ついて、後述する補正係数を求め、この補正係数の平均値を用いて、対象室内機３０ａの
室内温度変化率を補正するようにしても良い。
　なお、検知した近接室内機３０ｂを影響力の高い順に重み付けを行って、起動時刻の算
出を行っても良い。
【００７６】
　なお、ｔgapは可変でも良く、室内機３０ごとに設定されていても良い、また手動で設
定できるようにしても良い。また、Ｔne、ｔgapは冷房時、暖房時で異なっても良い。
【００７７】
（Ｓ４６）
　次に、室内温度変化率補正部７は、上記ステップＳ４５により、代表近接室内機が選択
されたか否かを判断する。
【００７８】
（Ｓ４７）
　上記ステップＳ４５の全ての条件に当てはまらず、代表近接室内機が検出されない場合
、室内温度変化率補正部７は、ステップＳ４２で算出された室内温度変化率実績αactを
、新たな基準室内温度変化率αbaseとして、運転データ記憶部１０に記憶させる。
【００７９】
（Ｓ４８）
　一方、上記ステップＳ４５で代表近接室内機が検出された場合、室内温度変化率補正部
７は、この代表近接室内機の運転データを利用して、基準室内温度変化率αbaseを補正す
るための補正係数βを求める。
【００８０】
　補正係数βは、次の式（５）で表される。
【００８１】
　β＝（前回運転のαact－今回運転のαact）／（前回運転のＴout－今回運転のＴout）
　…（５）
【００８２】
　ここで、温度差Ｔoutは、算出時刻ｔonにおける［近接室内機３０ｂの室内温度］－［
対象室内機３０ａの室内温度］である。
【００８３】
　つまり、補正係数βは、前回の運転時と今回運転時とにおける温度差Ｔoutの変化量に
対する、前回の運転時と今回運転時とにおける室内温度変化率実績αactの変化量の割合
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である。
【００８４】
　なお、前回運転の室内温度変化率実績αactの情報が保存されていない場合、初回起動
時の基準室内温度変化率αbaseを前回運転の室内温度変化率実績αactとする。
【００８５】
（Ｓ４９）
　室内温度変化率補正部７は、算出した補正係数βを用いて、基準室内温度変化率αbase

を、次の式（６）により補正する。
【００８６】
　補正後のαbase＝今回運転のαact－β×今回運転のＴout　…（６）
【００８７】
　なお、補正係数βが０未満の場合は、補正係数βの更新は行わず、αbaseの変更も行わ
ない。また補正係数βを用いるときに前回運転ではなく過去の室内温度変化率実績αact

を用いて算出しても良い。
【００８８】
　よって、次回運転の基準室内温度変化率αbaseは、次の式（７）の通りとなる。
【００８９】
　次回運転のαbase＝今回運転時に補正したαbase＋次回運転時のＴout×β　…（７）
【００９０】
　したがって、図７に示すように、次回の起動時刻を求める際の基準室内温度変化率αba

seは、今回運転時の基準室内温度変化率αbaseに、近接室内機３０ｂの影響が加算された
ものとなる。
【００９１】
　補正処理は以上で終了する。
【００９２】
（Ｓ５）空調機運転終了
　再び図２において、空調機管理部３は、予め使用者等により設定された運転停止時刻を
経過したとき、又は使用者からの操作等により、運転中の室内機３０及び室外機２０等の
運転を停止させる。
　そして、起動時刻算出部１は、スケジュール設定に基づき、次回運転の算出時刻ｔonま
で待機する。
【００９３】
（Ｓ６）近接室内機を考慮した起動時刻の算出
　起動時刻算出部１の計算処理部８は、次回運転の算出時刻ｔonに、近接室内機３０ｂの
影響を考慮した起動時刻の算出を行う。
　計算処理部８は、次回運転の算出時刻ｔon時における室内温度と設定温度との温度差Δ
Ｔを算出する。
　計算処理部８は、上記補正処理（Ｓ４）で補正又は更新された基準室内温度変化率αba

seを用いて、起動時刻を求める。
【００９４】
　まず、上述した式（２）、式（７）より、近接室内機３０ｂの影響を考慮した予測安定
時間Δｔｉｍｅを、次の式（８）により算出する。
【００９５】
　Δｔｉｍｅ＝ΔＴ／（補正後のαbase＋（次回運転時のＴout）×β）　…（８）
【００９６】
　次に、近接室内機３０ｂの影響を考慮した起動時刻を、次の式（９）により求める。
【００９７】
　起動時刻＝設定時刻－Δｔｉｍｅ　…（９）
【００９８】
　近接室内機３０ｂを考慮した起動時刻を算出した後、上記ステップＳ３に戻る。以降、
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ステップＳ３～Ｓ６を繰り返す。
【００９９】
　なお、冷房運転又は暖房運転にかかわらず、計算処理部８は、算出した起動時刻が、算
出時刻ｔonより前の時刻であった場合、次回の起動時刻を求める際、設定時刻から算出時
刻ｔonまでの時間を増加させるようにしても良い。
　例えば、算出した起動時刻が、ｔon＋ｔover（分）以上遅延した場合、遅延した対象室
内機３０ａのｔonを、ｔpl増加させる。このｔover、ｔplは使用者が設定できるものとす
る。
【０１００】
　図８はこの発明の実施の形態１に係る安定時間の実績値と算出値との比較結果を示す図
である。
　図８においては、設定時刻（使用開始時刻）を毎日所定時刻とするスケジュール運転し
た場合の安定時間を示している。
　また、「安定時間実績」として、対象室内機３０ａが起動してから実際に設定温度に達
するまでの時間を示す。「予測（補正）」として、本実施の形態１における動作により算
出した起動時刻から設定時刻までの時間を示す。さらに、「予測（３回平均）」として、
室内温度変化率の過去３日間の平均値を利用して算出した起動時刻から設定時刻までの時
間を示す。
　図８に示すように、安定時間実績と予測（補正）との差の絶対値の総和は、予測（３回
平均）と比べて半減したという改善効果が得られた。
【０１０１】
　空調管理装置１００などの組み込み機器では、コストを下げるために能力の小さなＣＰ
Ｕが利用されることが多く、１３３ＭＨｚ以下のものが利用されることがほとんどである
。また、データ管理部２として用いる記憶装置に関しても、小容量のものが多く、多くの
データを保存することができない。
　本実施の形態１による動作は、変数の初期値を導入する際に演算を行う必要があるもの
の、日単位の計算は数回の比較と単純な四則演算のみで起動時刻を算出することができる
。
　従来の技術（例えば特許文献１及び２等）では、多数のデータを処理するために数十日
分の繰り返し演算を行っており、本実施の形態１と同等の誤差での起動時刻を求めるとな
ると、演算を数十回ほど繰り返さなければならない。そのため、本実施の形態１では従来
技術のものと比較し計算量が半分以下となっている。
【０１０２】
　以上のように本実施の形態においては、下記のような種々の優れた効果を奏し得る。
【０１０３】
　近接室内機３０ｂの影響を考慮して対象室内機３０ａの起動時刻を算出するため、１つ
の空間に複数の室内機３０が設置される場合であっても、算出した起動時刻から設定時刻
までの時間と、実際に対象室内機３０ａを起動して設定温度に達するまでの時間（安定時
間）との誤差を少なくすることができる。
【０１０４】
　算出した起動時刻から設定時刻までの時間と、実際に対象室内機３０ａを起動して設定
温度に達するまでの時間（安定時間）との誤差を少なくすることにより、運転の無駄を低
減することができ、運転効率を向上させることができる。よって、エネルギー消費量の削
減を図ることができる。
【０１０５】
　算出した起動時刻から設定時刻までの時間と、実際に対象室内機３０ａを起動して設定
温度に達するまでの時間（安定時間）との誤差を少なくすることにより、室内環境の快適
性を向上させることができる。
　また、ビル等の建物の使用開始時刻に、使用者が設定した室内温度にすることができる
ため、建物の使用者が快適に感じる環境を実現することができる。よって、使用者の作業
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効率の向上を図ることができる。
【０１０６】
　また、算出した起動時刻から設定時刻までの時間と、実際に対象室内機３０ａを起動し
て設定温度に達するまでの時間（安定時間）との誤差を少なくすることができるので、使
用者の操作により設定時刻を修正する必要がなく、使用者の手間を省くことができる。
【０１０７】
　起動時刻の算出は、四則演算のみの単純な演算処理で実現しているため、容易な計算に
より、起動時刻を算出することができる。
　このため、処理能力の低い演算装置（ＣＰＵ）を用いる場合であっても、起動時刻の演
算を比較的速く処理することができる。よって、一般的な空調管理装置１００に利用され
ている処理能力の低いＣＰＵを用いた機器への導入が可能となる。
【０１０８】
　また、処理能力の低いＣＰＵを用いることができるため、安価な空調管理装置１００を
得ることができる。
【０１０９】
実施の形態２．
　本実施の形態２では、実施の形態１の動作に加え、算出時刻ｔonから起動時刻までの室
内温度の変動を考慮した起動時刻の算出を行う。
　本実施の形態２における空調管理装置１００の構成は、上記実施の形態１と同様である
。なお、実施の形態１と同一の構成には同一の符号を付する。
【０１１０】
　以下、本実施の形態２における動作について、上記実施の形態１との相違点を中心に説
明する。
【０１１１】
　図９はこの発明の実施の形態２に係る起動時刻の算出動作を説明する図である。
　図９に示すように、算出時刻ｔonから起動時刻までの間に、室内温度が変動する場合が
ある。そこで、計算処理部８は、算出時刻ｔonから当該起動時刻までの間における、単位
時間当たりの室内温度の変化率（以下「温度上昇率γ」という。）の実績値を求め、対象
室内機３０ａの次回の起動時刻を求める際、この温度上昇率γの実績値を用いて、使用開
始時刻に設定温度となる対象室内機３０ａの起動時刻を求める。
【０１１２】
　なお、図９の例では、算出時刻ｔonから当該起動時刻までの間に温度が上昇する場合を
示すが、この発明はこれに限らず、温度が低下する場合（温度上昇率γがマイナス）であ
っても良い。
【０１１３】
　次に、このような空調管理装置１００の動作の詳細を、図１０を用いて説明する。
　なお、図１０において、上記実施の形態１（図２）と同様の動作については、同一のス
テップ番号を付する。
【０１１４】
　図１０はこの発明の実施の形態２に係る空調管理装置の動作を示すフローチャートであ
る。以下、図１０の各ステップについて説明する。
【０１１５】
（Ｓ１～Ｓ２）
　上記実施の形態１と同様に、初回起動時に基準室内温度変化率αbaseの算出を行い、起
動時刻を算出する。
【０１１６】
（Ｓ２１）
　次に、計算処理部８は、温度上昇率γ（℃／ｍｉｎ）を求める。
　この温度上昇率γは、算出時刻ｔonから起動時刻までの間における、単位時間当たりの
室内温度の変化率を表すものであり、次の式（１０）で定義する。
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【０１１７】
　温度上昇率γ＝変化温度ΔＴup（℃）／（ｔon－Δｔｉｍｅ）（ｍｉｎ）　…（１０）
【０１１８】
　ここで、変化温度ΔＴupは、算出時刻ｔonから起動時刻までの間における室内温度の変
化量である。
【０１１９】
（Ｓ３～Ｓ５）
　上記実施の形態１と同様に、対象室内機３０ａの運転を開始させ、基準室内温度変化率
αbaseの補正処理をして、対象室内機３０ａの運転を終了させる。
【０１２０】
（Ｓ２２）
　次に、計算処理部８は、次回運転の算出時刻ｔonに、温度変化と近接室内機３０ｂの影
響とを考慮した起動時刻の算出を行う。
　計算処理部８は、次回運転の算出時刻ｔon時における室内温度と設定温度との温度差Δ
Ｔを算出する。
　計算処理部８は、上記補正処理（Ｓ４）で補正又は更新された基準室内温度変化率αba

seと、温度上昇率γとを用いて、起動時刻を求める。
【０１２１】
　ここで、算出時刻ｔonから起動時刻までの間に変化する変化温度ΔＴupは、上記式（１
０）より、次の式（１１）で求められる。
【０１２２】
　変化温度ΔＴup＝（ｔon－Δｔｉｍｅ）×γ　…（１１）
【０１２３】
　よって、温度変化を考慮した予測安定時間Δｔｉｍｅは、上記式（２）、式（１１）よ
り、次の式（１２）で求められる。
【０１２４】
　Δｔｉｍｅ＝（ΔＴ＋ΔＴup）／αbase

　　　　　　＝（ΔＴ＋ｔon×γ）／（αbase＋γ）　…（１２）
【０１２５】
　したがって、温度変化と近接室内機３０ｂの影響とを考慮した起動時刻は、上記式（８
）、式（１２）より、次の式（１３）で求められる。
【０１２６】
　Δｔｉｍｅ＝（ΔＴ＋ｔon×γ）／（（補正後のαbase＋（次回運転時のＴout）×β
＋γ）　…（１３）
【０１２７】
　次に、計算処理部８は、上記実施の形態１と同様に、算出した予測安定時間Δｔｉｍｅ
を用いて、上記式（９）により起動時刻を算出する。
【０１２８】
　そして、起動時刻を算出した後、上記ステップＳ２１に戻り、ステップＳ２１以降の動
作を繰り返す。
【０１２９】
　以上のように本実施の形態においては、温度上昇率γの実績値を求め、対象室内機３０
ａの次回の起動時刻を求める際、この温度上昇率γの実績値を用いて、設定時刻に設定温
度となる対象室内機３０ａの起動時刻を求める。
　このため、算出時刻ｔonから起動時刻までに室内温度が変化する場合であっても、算出
した起動時刻から設定時刻までの時間と、実際に対象室内機３０ａを起動して設定温度に
達するまでの時間（安定時間）との誤差を、より少なくすることができる。
【０１３０】
　なお、本実施の形態２においては、室内温度の温度変化と近接室内機３０ｂの影響とを
考慮して起動時刻を求めたが、この発明はこれに限らず、近接室内機３０ｂの影響を考慮
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　このような動作により、個室など近接室内機３０ｂがない場面でも、誤差の少ない予測
安定時間の算出が可能となり、エネルギー効率の良い運転、快適な室内環境の実現ができ
る。
【０１３１】
　なお、上記実施の形態１及び２においては、起動時刻の算出をするために利用する値と
しては、今回運転の室内の環境を考慮するための値である室内温度、算出時刻ｔonから起
動時刻までの温度変化を予測するための温度上昇率γ及びこれを算出するために利用する
過去の変化温度ΔＴup、過去の基準室内温度変化率αbase、近接室内機３０ｂの運転状況
を考慮するための近接室内機３０ｂの周辺室内温度、並びに周辺から受ける影響を考慮す
るため周辺室内温度と室内温度との温度差Ｔoutを利用して起動時刻を算出した。
　これらの利用した値は、実測データより相関係数を計算した場合においても、約０．３
～０．６と高い値を示したことから、温度変化に与える影響は高いといえる。
　よって、これらの値を用いて起動時刻を算出することにより、簡易な計算によって、誤
差の少ない予測安定時間の算出が可能となる。
【０１３２】
　なお、外気温度等のその他の値は、実測データより相関係数が約０．２０と影響が小さ
いため考慮していないが、上記した算出式に適宜、外気温等の他の値を付加、変形して起
動時刻を求めるようにしても良い。この発明はこれらの種々の変形をも含むことはいうま
でもない。
【図面の簡単な説明】
【０１３３】
【図１】この発明の実施の形態１に係る空調管理装置の構成を示すブロック図である。
【図２】この発明の実施の形態１に係る空調管理装置の動作を示すフローチャートである
。
【図３】この発明の実施の形態１に係る基準室内温度変化率を説明する図である。
【図４】この発明の実施の形態１に係る起動時刻の算出動作を説明する図である。
【図５】この発明の実施の形態１に係る基準室内温度変化率の補正処理を示すフローチャ
ートである。
【図６】この発明の実施の形態１に係る近接室内機の検知方法を示す図である。
【図７】この発明の実施の形態１に係る基準温度変化率の補正を説明する図である。
【図８】この発明の実施の形態１に係る安定時間の実績値と算出値との比較結果を示す図
である。
【図９】この発明の実施の形態２に係る起動時刻の算出動作を説明する図である。
【図１０】この発明の実施の形態２に係る空調管理装置の動作を示すフローチャートであ
る。
【符号の説明】
【０１３４】
　１　起動時刻算出部、２　データ管理部、３　空調機管理部、４　通信管理部、５　Ｌ
ＡＮ通信管理部、６　室内温度変化率算出部、７　室内温度変化率補正部、８　計算処理
部、９　近接機器検出部、１０　運転データ記憶部、１１　近接機器データ記憶部、２０
　室外機、３０　室内機、３０ａ　対象室内機、３０ｂ　近接室内機、３１　室温センサ
ー、１００　空調管理装置。
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【図１】 【図２】

【図３】 【図４】
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【図５】 【図６】
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【図１０】
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